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 本要領は、豊明市が実施する豊明市窓口キャッシュレス決済端末導入業務の受託候補者

を選定するために行う公募型プロポーザルについて、次のとおり必要な事項を定める。 

 
1. 業務概要 
（１）業務名 

豊明市窓口キャッシュレス決済端末導入業務 
（２）目的 
   市役所窓口における証明発行手数料等の支払手段として、キャッシュレス決済を導

入することにより、市民の利便性向上、窓口サービスの向上、事務の負担軽減や事務効

率化を図ることを目的とする。 
（３）履行期間 
   契約の締結の日から令和８年３月３１日まで 

   キャッシュレス決済利用開始日は、令和７年１０月１日とする。ただし、利用開始日

に加盟店審査が間に合わないものについては、加盟店審査が終了次第利用開始とする。 

（４）内容 

    別紙「豊明市窓口キャッシュレス決済端末導入業務仕様書」のとおり 

（５）提案上限額 
 ５８２，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 ただし、決済手数料は含まない。 

（６）選定方法 

   公募型プロポーザル（企画提案）方式 

（７）業務担当 
 豊明市役所 行政経営部 情報システム課 

 〒470-1195 豊明市新田町子持松１番地１ 

 電話 0562-92-1395  FAX 0562-92-1141 

 e-mail joho@city.toyoake.lg.jp 

 担当者 成戸、西村 

 

2. 参加資格 
次に掲げる要件を全て満たす者とする。なお、参加資格確認後に資格要件を満たさなくな

った場合は、参加資格（および交渉権）を取り消す場合がある。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいずれにも該

当していないこと。 

（２）参加申込書提出日において、国または地方公共団体その他の公共機関から競争入札に

おける指名停止措置を受けていないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第
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２号に規定する暴力団、若しくはそれらの利益となる活動を行う者又は同法第２条

第６号に規定する者が役員就任や経営関与等を行っている法人等でないこと。 

（４）本プロポーザル実施公表の日から契約締結までの間において、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）に基づく会社更生手続開始、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）に基づく再生手続開始又は破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手

続開始の申立てがなされている者若しくはこれらの手続中である者でないこと。 

（５）過去２年以内に国又は地方公共団体において窓口キャッシュレス決済端末導入の運

用実績を有すること。なお、提出者とサービス提供事業者が異なる場合においては、

両者ともそれぞれ実績を有すること。 

（６）法人税、消費税及び地方税等を滞納していないこと。 

 

3. スケジュール 
質問書 提出期限 令和７年６月２５日（水）午後５時 
質問書回答 令和７年６月２７日（金） 
参加申込書・企画提案書等 提出期限 令和７年７月 ４日（金）午後５時 
書面審査 令和７年７月１１日（金） 
選定結果通知 令和７年７月１６日（水）予定 
契約締結 令和７年７月下旬を予定 
キャッシュレス決済利用開始日 令和７年１０月１日 

 
4. 質問書の提出及び回答 
 本件に関して質問がある場合は、以下の通り提出すること。 
 （１）提出期限  

令和７年６月２５日（水）午後５時まで 
 （２）提出方法 

【様式３】「質問書」に必要事項を記載の上、電子メールにより提出すること。 
 （３）提出先   

豊明市役所 行政経営部 情報システム課 
メールアドレス：joho@city.toyoake.lg.jp 

 （４）回答方法 
    令和７年６月２７日（金）までに豊明市公式ホームページ（情報システム課ページ

内）に掲載する。また回答は、本要領の追加または修正とみなす。なお、意見表明と

解されるもの等には回答しないことがある。 
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5. 参加申込書・企画提案書等の提出 
（１）提出期限 

    令和７年７月４日（金）午後５時まで 
 （２）提出書類 
   ア 参加申込書【様式１】 

必要事項を記入し、代表者印等を押印すること。 
   イ 会社概要書【様式２】  
   ウ 交付３か月以内の登記事項証明書【写し可】 
   エ 企画提案書【任意様式】 
     ・企画提案書に記載の内容については、全て本プロポーザルにおいて提出した見

積書の範囲内で行うことを前提とすること。 
     ・原則Ａ４サイズで、印刷は両面印刷とし、２０ページ以内で作成すること。た

だし、表紙及び目次はページ数に含めない。 
     ・キャッシュレス決済端末に備わっている機能、運用支援の体制等について記載

すること。 
   オ 見積書【任意様式】 
     ・提案上限額は、初期導入費用及び月額利用料６か月分の費用額とする。詳細は

下記表のとおり。ただし、契約を更新した場合における令和８年４月から令和

９年３月までの月額利用料についても参考価格として記載すること。 
     ・決済手数料は含まないものとする。 
 

品名 数量 単位 月 
初期導入費用 
キャッシュレス決済端末 ５ 台 － 
初期設定費用 ５ 台 － 
充電器 ５ 台 － 
月額利用料 
月額利用料（クレジット） ５ 台 ６ 
月額利用料（コード決済） ５ 台 ６ 
月額利用料（電子マネー） ５ 台 ６ 
仕様を満たすために必要なアプリ使用料 ５ 台 ６ 
保守料 ５ 台 ６ 
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（３）提出部数 
   ア 参加申込書【様式１】           １部 
   イ 会社概要書【様式２】           １部 
   ウ 交付３か月以内の登記事項証明書【写し可】 １部 
   エ 企画提案書【任意様式】          正本１部、副本４部 

オ 見積書【任意様式】            正本１部、副本４部 
 （４）提出方法 

豊明市役所行政経営部情報システム課に持参又は郵送等により提出すること。郵

送の場合は、書留によるもので、かつ、提出期限内必着とする。持参の場合は、閉庁

日を除く午前９時から午後５時までの間に提出先まで持参すること。 
 （５）企画提案書の取り扱い 
   ア 企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するものとする。 
   イ 提出後において、記載された内容の追加及び変更は原則として認めないものと

する。 
   ウ 提出された企画提案書は、返却しない。 
   エ 提出された企画提案書は、必要に応じて複製する場合がある。 
   オ 提出された企画提案書は、豊明市情報公開条例に基づき提出書類を公開する場

合がある。 
 
6. 審査 

（１）審査方法 
    本プロポーザルでは、審査委員会を設置し、審査委員会において提出された提案書

等の資料の審査を行い、審査委員の合計得点の最も高い提案者を優先契約候補者と

して選定する。また、参加者が１者のみの場合、審査結果において基準点を満たす場

合に、当該提案者を優先契約候補者として選定する。 
（２）実施日 

    令和７年７月１１日（金） 
 （３）審査項目 
    別紙「評価基準」のとおり 
  
7. 審査結果の通知 
 審査結果については、すべての提案者に結果を書面で通知し、豊明市ホームページにも公

開する。なお、評価結果の詳細は公開しない。 
 
8. 契約に関する基本事項 
 審査により選定された優先交渉権者と豊明市は仕様調整の協議の上、随意契約を行うも
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のとする。なお、協議が整わない場合、契約締結までに優先交渉権者が失格となった場合ま

たはその他の理由により契約締結が不可能となった場合は、審査結果の次点者と協議を行

うものとする。 
 
9. その他 
 （１）提出書類の作成、提出、プロポーザル等に要する経費は、企画提案者の負担とする。 

（２）企画提案書は、１者につき１提案に限る。 
（３）提出された書類は返還しない。 
（４）提出された書類は、企画提案者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 
（５）企画提案書等に含まれる著作権、特許権など法令に基づいて保護される第三者の権

利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任はすべて企画提案者が負う。 
（６）審査結果通知後の辞退は認められない。 


